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議題・報告の概要

（富士保健所）

○ 議 題

１ 富士医療圏における医療提供体制

（１）医療計画の中間見直しにおける在宅医療の整備目標について【資料１】（P.１）

地域医療構想では、各構想区域における 2025 年の病床の機能区分ごとの必要病床数

と居宅等における医療の必要量（在宅医療等の患者数）を、厚生労働省令の定める算

定式により算出しています。

慢性期機能の医療需要については、医療機能の分化・連携により、現在、療養病床

で入院している状態の患者数のうち一定数は、2025 年には在宅医療等で対応するもの

としています。地域において、療養病床の患者を、どの程度、慢性期機能の病床で対

応するか、在宅医療・介護施設で対応するかについて、目標を定めることとして、患

者数を推計しています。

静岡県の在宅医療等の必要量は 40,093 人であり、富士圏域は 3,723 人となります。

今回各市において、提供見込みを推計しました。在宅医療等の必要量からこれまで

に整備された分（既整備分 2,901 人）を除いた量が、今回見込分の 822 人となります。

(詳細は、P.４参照)

このうち訪問診療分について、富士宮市は 205 人、富士市は 137 人となり富士圏域

では、342 人となっています。

各市の全体の提供見込の主な考え方は以下のようになっています。

（２）療養病床の転換意向等調査結果【資料２-１、２】（P.12）

療養病床の転換意向等調査結果【資料２-１】（P.12）は、前回と今回の比較の資料

になります。2023 年度末で設置期限を迎えることとなっている｢介護療養病床｣及び｢医

療療養病床 25:1｣が経過措置期間終了後にどの病床を選択するか、意向を圏域ごとに取

りまとめた表です。



許可病床の転換状況は圏域によって差が見られますが、設置期限のある｢医療療養

25:1｣｢介護療養病床｣が減少しています。主な要因としては、医療療養病床は、本則の

｢医療療養 20:1｣へ移行や介護医療院への転換、廃止があげられます。介護療養病床も

同じく介護医療院への転換により減少しています。転換先意向については、｢未定｣の

病床数が減少しています。また、介護医療院への転換意向は、医療療養病床から介護

医療院への転換が進んだため、全体では減少しています。

富士圏域については、未定となっていた 189 床が 35 床に減少しています。これは、

｢医療療養 20:1｣への意向や廃止になった病院によるものです。

療養病床転換意向等調査結果（概要）【資料２-２】（P.15）介護医療院の開設状況に

ついては、令和２年６月現在で 18施設 1,763 床が開設しています。全国の開設状況で

は、本県は病床数が上位５位に入っております。

（３）非稼働病床について【資料３】（P.17）

令和元年度病床機能報告で報告されている富士地域の非稼動病棟（床）を有する病

院（非稼動 20 床以上）を一覧にしています。医師、看護師不足のため非稼動になって

いて、再開予定も未定となっています。

○ 報 告

１ 公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証について【資料４－１、２、３】（P.18）

令和２年８月 31 日付け医政発 0831 第３号により厚生労働省医政局長から、公立・

公的医療機関等の具体的対応方針の再検証の期限に関する通知が発出され、改めて整理

の上、期限を示すこととされました。

静岡県における対応につきましては、少人数での意見交換の場を設け、再検証対象

医療機関の対応方針を協議し、地域医療構想調整会議での合意の上、医療審議会に報告

し、今年度中に厚生労働省へ回答する方向になりました。このため、富士地域において

も地域医療構想調整会議ワーキングを開催し、協議していく予定です。

２ 新たな病床機能の再編支援について（国庫事業）【資料５】（P.21）

厚生労働省より地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議の合意

を踏まえて行う自主的な病床削減や病院の統合による病床廃止に取り組む際の新たな

財政支援が示されました。

再編支援については、下記の３つになります。確保基金と新たな病床機能の再編支

援の組み合わせにより再編統合案件に対する支援額の規模の拡大と財政支援の死角を

なくすことが想定されています。支援策と確保基金の併用は可能であり、それぞれの活

用事例を御確認ください。基本的に確保基金は施設・設備の整備に係る費用が基本であ

り、支援策は確保基金では対象ができない課題について対処することが想定されていま

す。

（１）病床削減支援

病院又は診療所であって療養病床又は一般病床を有するものが、病床数の削減を行

う場合、削減病床に応じた給付金が支給されます。



（２）医療機関統合支援

病院又は診療所であって療養病床又は一般病床を有するものが、医療提供体制の適

正化のために統合する場合、統合計画に参加する病院等に給付金が支給されます。

（３）病院の債務整理に必要な借入資金に対する支援

病院の統廃合において、廃止病院の未返済の債務を統合後に存続する病院が新たに

融資を受けて返済する場合、当該融資に係る利子の全部又は一部に相当する額に給付金

が支給されます。

３ 地域医療介護総合確保基金【資料６－１、２】（P.24）

地域医療介護総合確保基金は、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域

包括ケアシステムの構築」を図るため、消費税増収分を活用した新たな財政支援制度と

して平成 26 年に設置しております。

令和元年度執行状況については、国配分額約 22.3 億円に対し、執行額は約 18.2 億

円、未執行額は約 4.1 億円となっております。例年同様の傾向として、区分１の地域医

療構想達成に向けた医療機関の施設・設備の整備の未執行額が多く出ております。回復

期病床に転換する病院や地域包括ケアシステムを支える有床診療所の施設・設備整備な

ど、ハード整備への補助事業において、確保した予算額に対して補助実績が少なかった

ことが主な要因です。基金の未執行額については、国の毎年の配分額の増減や配分時

期に影響を受けないよう、県事業に必要な財源を計画的に確保しており、今後も有効に

活用していきます。

令和２年度内示状況については、過年度財源（未執行額）の計画的な執行を求める国

からの指示に基づき、医療分においては、約 19.3 億円を国に対して要望し、約 19.1

億円強とほぼ満額の配分を得ております。今年度計画の事業実施必要額は過年度財源と

合わせて十分確保しており、関係団体や補助事業者における事業実施に遅れが生じるこ

とがないよう、効果的・効率的な執行に努めております。

今後の予定については、現在、提出いただいた提案内容について、事業所管課と提案

団体との間で調整しており、今後本格化する県予算要求作業を通じて、提案内容の反映

を検討していきます。

なお、今年度から設けられた区分６については、診療報酬の対象とならない医療機

関を対象として、地域医療に特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている医療

機関について、医師の労働時間短縮のための体制整備に関して支援が行われます。現在、

県庁において事業化に向けて検討しております。
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R1 299床 239床 158床 40床 41床 0床 0床 60床 158床 41床 0床 0床 0床 40床 239床 0床 0床 0床 0床 0床 60床 60床 ～R1 0床

R2 299床 239床 198床 0床 41床 0床 0床 60床 158床 41床 0床 0床 0床 40床 239床 0床 0床 0床 0床 0床 60床 60床 R2 0床

増減 0床 0床 40床 -40床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 計 0床

R1 312床 312床 257床 0床 31床 10床 14床 0床 249床 63床 0床 0床 0床 0床 312床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ～R1 0床

R2 312床 312床 254床 0床 31床 13床 14床 0床 254床 58床 0床 0床 0床 0床 312床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 R2 0床

増減 0床 0床 -3床 0床 0床 3床 0床 0床 5床 -5床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 計 0床

R1 2024床 1747床 1348床 48床 301床 50床 0床 277床 1029床 359床 61床 0床 45床 253床 1747床 0床 0床 220床 0床 0床 57床 277床 ～R1 100床

R2 1810床 1653床 1294床 0床 301床 58床 0床 157床 1229床 359床 0床 0床 35床 30床 1653床 0床 0床 60床 0床 0床 97床 157床 R2 206床

増減 -214床 -94床 -54床 -48床 0床 8床 0床 -120床 200床 0床 -61床 0床 -10床 -223床 -94床 0床 0床 -160床 0床 0床 40床 -120床 計 306床

R1 895床 895床 557床 0床 338床 0床 0床 0床 314床 338床 0床 0床 54床 189床 895床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 ～R1 0床

R2 841床 841床 503床 0床 338床 0床 0床 0床 416床 338床 0床 0床 52床 35床 841床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 R2 0床

増減 -54床 -54床 -54床 0床 0床 0床 0床 0床 102床 0床 0床 0床 -2床 -154床 -54床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 計 0床

R1 2085床 1707床 1238床 0床 413床 52床 4床 378床 1128床 452床 0床 0床 27床 100床 1707床 0床 0床 378床 0床 0床 0床 378床 ～R1 0床

R2 1884床 1704床 1236床 0床 412床 52床 4床 180床 1087床 452床 0床 0床 24床 141床 1704床 0床 0床 180床 0床 0床 0床 180床 R2 198床

増減 -201床 -3床 -2床 0床 -1床 0床 0床 -198床 -41床 0床 0床 0床 -3床 41床 -3床 0床 0床 -198床 0床 0床 0床 -198床 計 198床

R1 1017床 1001床 751床 1床 215床 34床 0床 16床 696床 269床 0床 0床 35床 1床 1001床 0床 0床 0床 0床 0床 16床 16床 ～R1 50床

R2 1017床 1001床 696床 1床 235床 34床 35床 16床 697床 269床 0床 0床 35床 0床 1001床 16床 0床 0床 0床 0床 0床 16床 R2 0床

増減 0床 0床 -55床 0床 20床 0床 35床 0床 1床 0床 0床 0床 0床 -1床 0床 16床 0床 0床 0床 0床 -16床 0床 計 50床

R1 1193床 1043床 837床 0床 197床 9床 0床 150床 758床 285床 0床 0床 0床 0床 1043床 0床 0床 150床 0床 0床 0床 150床 ～R1 151床

R2 1043床 1043床 758床 0床 206床 79床 0床 0床 758床 285床 0床 0床 0床 0床 1043床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 R2 150床

増減 -150床 0床 -79床 0床 9床 70床 0床 -150床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 0床 -150床 0床 0床 0床 -150床 計 301床

R1 2190床 1860床 1305床 80床 332床 143床 0床 330床 1235床 475床 60床 0床 32床 58床 1860床 0床 0床 282床 0床 0床 48床 330床 ～R1 386床

R2 1908床 1864床 1377床 12床 332床 143床 0床 44床 1315床 525床 0床 0床 0床 24床 1864床 0床 0床 44床 0床 0床 0床 44床 R2 282床

増減 -282床 4床 72床 -68床 0床 0床 0床 -286床 80床 50床 -60床 0床 -32床 -34床 4床 0床 0床 -238床 0床 0床 -48床 -286床 計 668床

R1 10015床 8804床 6451床 169床 1868床 298床 18床 1211床 5567床 2282床 121床 0床 193床 641床 8804床 0床 0床 1030床 0床 0床 181床 1211床 ～R1 687床

R2 9114床 8657床 6316床 13床 1896床 379床 53床 457床 5914床 2327床 0床 0床 146床 270床 8657床 16床 0床 284床 0床 0床 157床 457床 R2 836床

増減 -901床 -147床 -135床 -156床 28床 81床 35床 -754床 347床 45床 -121床 0床 -47床 -371床 -147床 16床 0床 -746床 0床 0床 -24床 -754床 計 1523床

※一般病床、療養病床について記載、介護医療院への転換実績も療養病床からの転換のみ記載

参考

介護医療院
への転換実

績

療養病床の転換意向等調査結果　前回（令和元年８月）と今回（令和２年４月）の比較

介護
医療院

介護老人
保健施設

その他 未定

賀茂

熱海伊東

県計

静岡

志太榛原

駿東田方

富士

中東遠

西部

計療養1,2
20:1

経過措置
25:1

回復期
リハ

地域包括
ケア

その他
療養１
20:1

回復期・
地域包括

介護
医療院

介護老人
保健施設

介護保険 その他

その他 未定
療養１
20:1

回復期・
地域包括

介護保険 その他

計

医療保険

開設許可
病床

医療
療養

介護
療養

医療保険

１　病床数 ２　転換先意向

許可病床数の内訳 （１）医療療養病床からの転換意向先 （２）介護療養病床からの転換意向先
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資料 ２－ １
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14



15



16



既に再開済み 再開予定 病床返還を予定 検討中 その他
（介護医療院への転換等）

富士 芦川病院 一般病棟 39 0 39 一般 - 休棟中 医師、看護師不足のため ○
（未定）

富士 聖隷富士病院 ７階病棟 34 0 34 一般 - 休棟中 医師不足のため ○
（未定）

入院基本料
病床
機能

稼働していない理由

今後の運用見通しに関する計画

【令和元年度病床機能報告　非稼働病棟（床）を有する病院（非稼動20床以上）】

圏域 医療機関名 病棟名
許可

病床数
稼働

病床数

非稼
働

病床
数

病床
種別

17

資 料 ３



公立・公的医療機関等の再検証ワーキンググループの設置について

＜概要＞

公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等への対応について、静岡県においては、

少人数での意見交換の場を設け、再検証対象医療機関の対応方針を協議し、地域医療構想調

整会議での合意の上、医療審議会に報告し、今年度中に厚生労働省へ回答するということに

なりました。（詳細については次ページの資料を参照）

このため、富士地域においても地域医療構想調整会議に「公立・公的医療機関等の具体的

対応方針の再検証ワーキンググループ（以下：再検証ワーキンググループ）」を設け、再検

証対象医療機関の対応方針を協議していきます。

＜富士地域の再検証ワーキンググループの設置について＞

ワーキンググループについては、富士地域医療構想調整会議設置要綱（第 7 条）及び富士

地域医療構想調整会議ワーキンググループ設置要綱に規定があります。

この規定に従い、富士地域医療構想調整会議では、再検証ワーキンググループを設置しま

す。また、再検証ワーキンググループの座長につきましては、議長から富士保健所長が指名

を受けました。今後ワーキンググループの必要な関係者を委員として招集して、協議してい

きます。

＜再検証ワーキンググループの開催時期について＞

開催時期については、11月下旬～12 月上旬を予定しています。

再検証ワーキンググループにおける協議内容は、次回の富士地域医療構想調整会議（令和

３年２月頃を予定）に報告し了承を得る予定です。

＜再検証ワーキンググループのメンバーについて＞

メンバーについては、再検証対象病院、公立・公的医療機関、競合民間医療機関、富士市

医師会、富士保健所及び地域医療構想アドバイザーを予定しています。

＜ 参考 ＞

富士地域医療構想調整会議設置要綱 第７条（部会・ワーキンググループの設置）

調整会議は、必要に応じて、部会・ワーキンググループを置くことができる。

２ 部会・ワーキンググループの部会長・座長は、議長が指名する。

３ その他部会・ワーキンググループの運営に必要な事項は部会・ワーキンググループの設置要綱

において定める。
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公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証要請

ワーキンググループの開催について

１ 概要

公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証要請について、少人数で診療実績デー

タに基づく意見交換が必要であることから、以下のとおりﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの開催を検討する。

２ 基本スキーム

各構想区域における地域医療構想調整会議のﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟとして位置づけて、各保健所

が事務局として今年中に開催する。（回数は必要に応じて１～２回程度）

３ 再検証要請に対する対応方針に関するワーキンググループ

４ 想定スケジュール

※上記に加え、各圏域において公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証以外の議

題がある場合は、必要に応じてワーキングを開催する。

区分 内容

構 成 員
再検証対象医療機関院長、該当病院と競合する医療機関院長（民間含む）、

郡市医師会長、県、地域医療構想アドバイザー等（計 10 名程度）

事 務 局 保健所（進行：保健所長）

開催時期 10～12 月に開催

内 容

・当該圏域の概況説明（地域医療構想アドバイザー等）

・再検証要請に対する対応方針の報告（該当医療機関）

・意見交換

備 考 各医療機関の診療実績データ等を示して議論することから、非公開とする。

日時 会議日程 ワーキング関係日程

9 月 部内協議、関係団体調整、保健所周知

10 月 第２回地域医療構想調整会議(下旬)

11 月 第２回医療対策協議会（開催状況報告）

12 月 第２回医療審議会（開催状況報告）

1 月 対応方針取りまとめ

2 月
第３回地域医療構想調整会議（上旬）

(対応方針協議)

3 月

第３回医療対策協議会（対応方針協議）

第３回医療審議会（対応方針協議）

⇒厚生労働省報告

各圏域におけるワーキング開催
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公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証に係る経緯と対応

１ 経緯

２ 今後の対応について

国の動向を注視し、本県の対応を検討する。

・「骨太の方針 2020」の記載内容を踏まえた 2025 年に向けた工程表

○各構想区域における関係医療機関等でのワーキンググループ等の開催

○地域医療構想調整会議での協議

日時 主体 内容

～2017 年３月 都道府県 地域医療構想を策定

公的医療機関等 2025 プランの策定

～2019 年３月 公立・公的

医療機関等

具体的対応方針の策定

⇒地域医療構想調整会議で合意

2019 年１月～ 厚生労働省 地域医療構想に関するＷＧにおいて公立・公的医療機関

等の具体的対応方針について議論開始

６月 内閣 「骨太の方針 2019」の閣議決定

９月26日 厚生労働省 再検証に係る具体的な対応・手法についてとりまとめ

公立・公的医療機関等の個別の診療実績データ公表

12月 ５日 加藤厚労相 「骨太の方針 2020 の策定時期を目途に、2025 年までの地

域医療構想全体の工程表を作成したい」(経済財政諮問会議)

2020年１月 17日 厚生労働省 「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証等に

ついて」（医政局長通知）の発出

３月 ４日 厚生労働省 「具体的対応方針の再検証等の期限について」の発出

⇒厚労省が見直し期限を整理の上、改めて通知

５月29日 内閣 「骨太の方針 2020」の本格的な議論開始。

⇒７月中旬の閣議決定を目指す。（例年６月に作成）

６月 ５日 加藤厚労相 「感染症対策を優先し、見直しの期限の再設定は関係者

の意見を聞いて時期や進め方を整理する」(閣議後の会見)

７月 17日 内閣 「骨太の方針 2020」閣議決定

「感染症への対応の視点も含めて、可能な限り早期に工

程の具体化を図る。」(抜粋)と見直しの期限は示されず。

８月 31日 厚生労働省 「2019 年度中、遅くとも2020年秋頃まで」とされた再検

証等の期限を含め、地域医療構想に関する取組の進め方

について、地方自治体の意見等を踏まえ、厚生労働省に

おいて改めて整理の上、示されることとなった。
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１ 地域医療介護総合確保基金の概要

２ 令和元年度執行状況 （単位：千円）

※差引での余剰分は、国配分額の減少や配分時期の遅れに対応できる財源として計画的に確保

し、有効に活用。不足の場合、過去の未執行分から充当

３ 令和２年度内示状況

○国からの指示に基づき、過年度財源の計画的な執行を踏まえた額を要望

→令和２年度の事業計画額は、今回配分額及び過年度財源を活用して、執行見込

（単位：千円）

４ 今後の予定

地域医療介護総合確保基金（医療分）

趣旨等

・ 病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保、

勤務環境の改善等、「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包

括ケアシステムの構築」が急務の課題

⇒消費税増収分を活用した新たな財政支援制度として都道府県に基金設置

（H26年条例制定）

・ 都道府県計画を作成し、この計画に基づいて事業を実施

負担割合 国２／３、都道府県１／３（法定負担率）

区 分
国配分額

(a)

執行額

(b)

差引※

(a-b)

未執行額

（R元年度末累計）

Ⅰ
地域医療構想達成に向けた

医療機関の施設・設備の整備
952,250 589,009 363,241 3,031,561

Ⅱ
居宅等における医療の

提供
245,403 319,324 ▲73,921 788,924

Ⅳ 医療従事者の確保 1,035,286 912,139 123,147 1,273,952

医療分計 2,232,939 1,820,472 417,467 5,094,437

区 分
要望額

(a)

内示額

(b)

差引

(b-a)

事業計画額

(c)

過年度財源

充当額

(c-b)

Ⅰ
地域医療構想達成に向けた

医療機関の施設・設備の整備
577,316 577,316 0 577,316 0

Ⅱ
居宅等における医療の

提供
219,961 217,759 ▲2,202 395,696 177,937

Ⅳ 医療従事者の確保 1,134,207 1,122,864 ▲11,343 1,408,607 285,743

Ⅵ 医師の働き方改革 国の事業説明を受け、対象医療機関・対象事業を調整中

医療分計 1,931,484 1,917,939 ▲13,545 2,381,619 463,680

時 期 令和２年度事業 令和３年度事業

～９月 － 事業提案募集（終了）

10月～３月 国内示⇒事業執行
事業所管課と提案団体との調整

⇒事業化に向けた県予算要求作業
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